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(百万円未満切捨て)

１．2027年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2026年４月１日～2026年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期中間期 43,911 0.7 4,918 △22.6 5,160 △21.5 3,595 △20.9

2026年３月期中間期 43,619 24.5 6,357 187.0 6,576 178.5 4,545 170.8
(注) 包括利益 2027年３月期中間期 5,246百万円(△6.6％) 2026年３月期中間期 5,616百万円(485.0％)

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期中間期 58.43 －

2026年３月期中間期 72.75 －
(注) 2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。そのため、前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2027年３月期中間期 97,750 69,132 70.7 1,122.41

2026年３月期 100,868 66,351 65.7 1,077.96
(参考) 自己資本 2027年３月期中間期 69,079百万円 2026年３月期 66,306百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 50.00 － 120.00 170.00

2027年３月期 － 88.00

2027年３月期(予想) － 30.00 －

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

2026年９月30日を基準日、2026年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っ

ております。上記の2027年３月期（予想）の１株当たり期末配当金は株式分割考慮後の金額を記載しております。

2027年３月期（予想）の１株当たり年間配当金合計は、株式分割の実施により、中間配当金と期末配当金との単純

合算ができないため記載しておりません。なお、株式分割を考慮しない場合の2027年３月期（予想）の１株当たり

期末配当額は90円00銭、年間配当金合計は178円00銭となります。



３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 100,000 1.3 16,000 1.5 16,500 0.0 11,800 0.0 191.84
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

2026年９月30日を基準日、2026年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っ

ております。上記の１株当たり当期純利益につきましては、当該株式分割が2027年３月期の期首に行われたと仮定

して算定しております。当該株式分割を考慮しない場合の１株当たり当期純利益は、通期で575円51銭となりま

す。

※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年３月期中間期 63,685,812株 2026年３月期 63,685,812株

② 期末自己株式数 2027年３月期中間期 2,140,185株 2026年３月期 2,175,222株

③ 期中平均株式数（中間期） 2027年３月期中間期 61,528,172株 2026年３月期中間期 62,483,335株

（注）１ 当社は、「役員報酬ＢＩＰ信託」及び「株式付与ＥＳＯＰ信託」を導入しております。本制度に係る信託口

が保有する当社株式を期末自己株式数に含めております（2027年３月期中間期 役員報酬ＢＩＰ信託口

295,164株、株式付与ＥＳＯＰ信託口201,315株）。また、本制度に係る信託口が保有する当社株式を、期中

平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。

２ 2026年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。そのため、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、期末発行済株式数（自己株式を含む）、期末自己株式数及

び期中平均株式数を算定しております。

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理
的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性
があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付
資料３ページ「1. 当中間決算に関する定性的情報(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」
をご覧ください。
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１．当中間決算に関する定性的情報

(1) 経営成績に関する説明

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、中東情勢を巡る不透明感等から物価上昇への圧力が継続したものの、

世界的なＡＩ需要の拡大を背景に電子部品やデバイスの生産が堅調に推移したほか、雇用・所得環境の改善を背景

として個人消費も底堅く推移し、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。

建設業界におきましては、公共投資は総じて堅調に推移しており、企業収益の改善を背景とした設備投資意欲も

引き続き旺盛である一方で、建設資材価格の上昇や金利動向に対する懸念もあり、今後の情勢次第では企業の設備

投資計画が見直される可能性があるなど、引き続き予断を許さない状況が続いております。

このような状況の中、当社グループといたしましては、中長期経営ビジョン 『TECHNO RYOWA 2032』や『中期３

か年事業計画』に掲げる各方針を踏まえ、主力分野である産業用空調設備の設計施工を中心に全社としてバランス

の取れた受注を推進するとともに、社員教育や採用活動をはじめとする人的資本への投資の促進、ＣＳＲ活動を通

じた社会への貢献や企業価値の向上に向けた施策等を実施しております。

その結果、当中間連結会計期間における受注高につきましては、前年同期比58.7％増加の88,929百万円(前年同期

56,044百万円)となりました。これは産業設備工事分野において、エネルギー産業関連や、複数の半導体関連の大型

物件を受注したこと、及び一般ビル設備工事分野において、リゾート関連の大型物件を受注したことによるもので

あります。

売上高につきましては、前年同期比0.7％増加の43,911百万円(前年同期43,619百万円)となりました。これは空調

衛生工事業において、手持ち工事が前年同期と同水準に順調に進捗したこと、及び電気設備工事業において、大型

物件が順調に進捗したことによるものであります。

利益につきましては、営業利益は前年同期比22.6％減少の4,918百万円(前年同期6,357百万円)、経常利益は前年

同期比21.5％減少の5,160百万円(前年同期6,576百万円)、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比20.9％減

少の3,595百万円(前年同期4,545百万円)となりました。これらは、人件費及びＴＶＣＭの放映に伴う広告宣伝費等

の物件費が増加したことに加え、本社及び東京本店の事務所移転に伴う一時的な費用が発生したことによるもので

あります。

(2) 財政状態に関する説明

(資産の部)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて6,324百万円減少し、61,054百万円となりました。これは現金及び預金が

7,598百万円増加し、受取手形・完成工事未収入金等が12,506百万円及び電子記録債権が1,410百万円減少したこと

によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて3,207百万円増加し、36,695百万円となりました。これは主に投資有価証

券が2,763百万円増加したことによるものであります。

(負債の部)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて7,449百万円減少し、21,225百万円となりました。これは主に未成工事受

入金が1,025百万円増加し、支払手形・工事未払金等が2,608百万円及び未払法人税等が2,043百万円減少したことに

よるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて1,551百万円増加し、7,392百万円となりました。これは主に繰延税金負

債が861百万円増加したことによるものであります。

(純資産の部)

純資産は、前連結会計年度末に比べて2,781百万円増加し、69,132百万円となりました。これは主に利益剰余金が

1,113百万円及びその他有価証券評価差額金が1,875百万円増加したことによるものであります。
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(キャッシュ・フローの状況)

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)の中間期末残高は、前連結会計年度

末に比べて7,518百万円増加し、26,026百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、11,165百万円の資金の増加(前年同期13,449百万円の資金の増加)となり

ました。これは主に税金等調整前中間純利益5,374百万円及び売上債権の減少13,917百万円が資金の増加要因とな

り、仕入債務の減少3,594百万円及び未払消費税等の減少904百万円が資金の減少要因となったことによるものであ

ります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,190百万円の資金の減少(前年同期691百万円の資金の減少)となりまし

た。これは主に投資有価証券の売却による収入220百万円が資金の増加要因となり、有価証券の取得による支出698

百万円及び有形固定資産の取得による支出743百万円が資金の減少要因となったことによるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、2,430百万円の資金の減少(前年同期3,286百万円の資金の減少)となりま

した。これは主に配当金の支払2,471百万円が資金の減少要因となったことによるものであります。

(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年５月14日に公表しました業績予想は受注高のみ修正しております。

2027年３月期(2026年度)の連結業績見込は、次のとおりであります。

受 注 高 125,000百万円 (前期比 17.2％増加)

売 上 高 100,000百万円 (前期比 1.3％増加)

営 業 利 益 16,000百万円 (前期比 1.5％増加)

経 常 利 益 16,500百万円 (前期比 0.0％増加)

親会社株主に帰属する当期純利益 11,800百万円 (前期比 0.0％増加)
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

(1) 中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,226 26,824

受取手形・完成工事未収入金等 38,359 25,852

電子記録債権 7,321 5,910

有価証券 598 1,099

未成工事支出金 277 461

商品 0 1

材料貯蔵品 4 2

未収消費税等 － 68

その他 1,591 834

流動資産合計 67,379 61,054

固定資産

有形固定資産 4,471 5,036

無形固定資産 358 361

投資その他の資産

投資有価証券 14,487 17,250

退職給付に係る資産 11,527 11,547

その他 2,652 2,506

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 28,658 31,297

固定資産合計 33,488 36,695

資産合計 100,868 97,750
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 8,932 6,324

電子記録債務 2,794 1,807

1年内返済予定の長期借入金 45 60

未払法人税等 3,793 1,749

未払消費税等 1,153 247

未成工事受入金 5,862 6,887

賞与引当金 1,696 1,397

役員賞与引当金 130 54

株式給付引当金 2 4

役員株式給付引当金 15 －

完成工事補償引当金 90 258

工事損失引当金 － 130

その他 4,158 2,303

流動負債合計 28,675 21,225

固定負債

長期借入金 60 70

繰延税金負債 4,976 5,838

再評価に係る繰延税金負債 107 107

株式給付引当金 40 46

役員株式給付引当金 60 71

退職給付に係る負債 337 340

その他 259 919

固定負債合計 5,841 7,392

負債合計 34,516 28,617

純資産の部

株主資本

資本金 2,746 2,746

資本剰余金 2,498 2,498

利益剰余金 51,961 53,075

自己株式 △2,467 △2,451

株主資本合計 54,739 55,869

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,704 9,579

土地再評価差額金 △137 △137

為替換算調整勘定 1 △1

退職給付に係る調整累計額 3,999 3,770

その他の包括利益累計額合計 11,566 13,210

非支配株主持分 45 53

純資産合計 66,351 69,132

負債純資産合計 100,868 97,750
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(2) 中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

売上高 43,619 43,911

売上原価 33,002 34,072

売上総利益 10,616 9,839

販売費及び一般管理費 4,259 4,921

営業利益 6,357 4,918

営業外収益

受取利息 20 55

受取配当金 176 210

その他 58 72

営業外収益合計 254 338

営業外費用

支払利息 9 21

支払手数料 8 －

為替差損 12 73

その他 4 1

営業外費用合計 35 96

経常利益 6,576 5,160

特別利益

投資有価証券売却益 91 218

特別利益合計 91 218

特別損失

固定資産処分損 － 2

会員権評価損 － 3

特別損失合計 － 5

税金等調整前中間純利益 6,668 5,374

法人税、住民税及び事業税 2,081 1,658

法人税等調整額 27 111

法人税等合計 2,108 1,769

中間純利益 4,559 3,604

非支配株主に帰属する中間純利益 13 9

親会社株主に帰属する中間純利益 4,545 3,595
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

中間純利益 4,559 3,604

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,143 1,875

為替換算調整勘定 △0 △4

退職給付に係る調整額 △85 △228

その他の包括利益合計 1,057 1,641

中間包括利益 5,616 5,246

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 5,603 5,238

非支配株主に係る中間包括利益 13 7
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(3) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 6,668 5,374

減価償却費 246 314

受取利息及び受取配当金 △196 △266

支払利息 9 21

投資有価証券売却損益（△は益） △91 △218

売上債権の増減額（△は増加） 10,132 13,917

未成工事支出金の増減額（△は増加） △270 △183

仕入債務の増減額（△は減少） △3,825 △3,594

未払消費税等の増減額（△は減少） 479 △904

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,404 1,025

その他 736 △660

小計 15,293 14,825

利息及び配当金の受取額 196 266

利息の支払額 △9 △17

保険金の受取額 18 －

法人税等の支払額 △2,048 △3,908

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,449 11,165

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △499 △698

有形固定資産の取得による支出 △95 △743

無形固定資産の取得による支出 △77 △67

投資有価証券の取得による支出 △20 △18

投資有価証券の売却による収入 94 220

定期預金の純増減額（△は増加） △137 △79

その他 43 197

投資活動によるキャッシュ・フロー △691 △1,190

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △30 △25

長期借入れによる収入 － 50

自己株式の取得による支出 △2,197 △0

自己株式の売却による収入 － 16

配当金の支払額 △1,058 △2,471

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,286 △2,430

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7 △26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,464 7,518

現金及び現金同等物の期首残高 11,533 18,508

現金及び現金同等物の中間期末残高 20,997 26,026
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(4) 中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)及び

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

当社グループは、「設備工事業」を単一の報告セグメントとしているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2026年８月５日開催の取締役会において、株式分割及び定款の一部変更について決議いたしまし

た。

１．株式分割について

（１）株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家のみなさまにとってより投資し

やすい環境を整え、投資家層の拡大と当社株式の流動性向上を図ることを目的とするものでありま

す。

（２）株式分割の概要

①分割の方法

2026年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記録された株主の所有する当社普通株式を

１株につき３株の割合をもって分割いたします。

②分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 21,228,604株

今回の株式分割により増加する株式数 42,457,208株

株式分割後の発行済株式総数 63,685,812株

株式分割後の発行可能株式総数 230,000,000株

③分割の日程

基準日公告日 2026年９月14日（月）

基準日 2026年９月30日（水）

効力発生日 2026年10月１日（木）

（３）１株当たり情報に及ぼす影響

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとお

りであります。

前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益 72円75銭 58円43銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

－ －

（４）その他

今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。
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２．株式分割に伴う定款の一部変更について

（１）定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2026年10月１日をもって、当社の定

款第５条に定める発行可能株式総数を変更するものであります。

（２）定款変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更箇所を示しております。）

現行定款 変更後定款

（発行可能株式総数）
第５条 当会社の発行可能株式総数は、

7,999万4,522株とする。

（発行可能株式総数）
第５条 当会社の発行可能株式総数は、

２億3,000万株とする。

（３）定款変更の日程

効力発生日 2026年10月１日（木）
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３．補足情報

事業のセグメント受注高、売上高及び手持工事高

① 受注高

前中間連結
会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結
会計期間

(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

比 較 増 減

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

比 率
(％)

設備
工事業

空調衛生
設備工事業

産業設備工事 37,954 67.7 61,068 68.7 23,114 60.9

一般ビル設備工事 16,082 28.7 25,096 28.2 9,014 56.1

電 気 設 備 工 事 業 1,379 2.5 2,139 2.4 759 55.1

冷 熱 機 器 販 売 事 業 628 1.1 624 0.7 △3 △0.6

合 計 56,044 100.0 88,929 100.0 32,884 58.7

空調衛生設備工事業
の官庁民間別内訳

官 公 庁 工 事 5,084 9.4 5,989 7.0 904 17.8

民 間 工 事 48,952 90.6 80,176 93.0 31,224 63.8

計 54,036 100.0 86,165 100.0 32,128 59.5

② 売上高

前中間連結
会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結
会計期間

(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

比 較 増 減

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

比 率
(％)

設備
工事業

空調衛生
設備工事業

産業設備工事 28,899 66.3 31,030 70.7 2,130 7.4

一般ビル設備工事 13,184 30.2 10,599 24.1 △2,585 △19.6

電 気 設 備 工 事 業 854 2.0 1,606 3.7 751 88.0

冷 熱 機 器 販 売 事 業 628 1.4 624 1.4 △3 △0.6

そ の 他 の 事 業 52 0.1 51 0.1 △0 △1.4

合 計 43,619 100.0 43,911 100.0 292 0.7

空調衛生設備工事業
の官庁民間別内訳

官 公 庁 工 事 7,552 17.9 4,187 10.1 △3,364 △44.5

民 間 工 事 34,531 82.1 37,441 89.9 2,909 8.4

計 42,084 100.0 41,629 100.0 △454 △1.1

③ 手持工事高

前中間連結
会計期間末

(2025年９月30日)

当中間連結
会計期間末

(2026年９月30日)
比 較 増 減

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

比 率
(％)

設備
工事業

空調衛生
設備工事業

産業設備工事 50,731 57.1 79,602 61.5 28,871 56.9

一般ビル設備工事 36,028 40.5 47,986 37.0 11,957 33.2

電 気 設 備 工 事 業 2,112 2.4 1,947 1.5 △165 △7.8

冷 熱 機 器 販 売 事 業 ― ― ― ― ― ―

合 計 88,873 100.0 129,536 100.0 40,662 45.8

空調衛生設備工事業
の官庁民間別内訳

官 公 庁 工 事 23,525 27.1 23,971 18.8 445 1.9

民 間 工 事 63,235 72.9 103,618 81.2 40,382 63.9

計 86,760 100.0 127,589 100.0 40,828 47.1


